
   別紙１ 

入 札 書 
 
件 名  平成２７年度シニアワークプログラム地域事業 

 
 

 

金 額 

 

 

   上記金額をもって、納入、請負うため、入札説明書を承認の上、入

札いたします。  

 

 

平成   年   月   日  

 

 
 所 在 地 

 名 称 

 代 表 者                        ㊞  

 
 所 在 地 

 名 称 

 代 理 人                            ㊞  

 
 所 在 地 

 名 称 

 復 代 理 人                        ㊞  

 

 
支出負担行為担当官  

東京労働局総務部長   殿  
 

  百万    千    円  



別紙２ 
（様式委－Ⅰ） 

委 任 状 
平 成  年  月  日  

支 出 負担 行 為 担 当 官  

東 京 労働 局 総 務 部 長   殿  

 

               所 在 地 

               商 号 又 は 営 業 所 

               代 表 者 名                 ㊞ 

  

 私は、下記の者を代理人と定め、支出負担行為担当官 東京労働局総務部長 との間において、

次の権限を委任します。 

 

件   名   平成２７年度シニアワークプログラム地域事業  

 

代理人 

所 在 地  

商 号 又は 営 業 所  

（ 支 店） の 名 称  

役 職 名及 び 氏 名              

委 任 事項  

 １  見 積 及 び 入 札 に 関 する こ と  
 ２  契 約 の 締 結 に 関 す るこ と  
 ３  物 品 等 の 納 入 に 関 する こ と  
 ４  保 証 金 又 は 保 証 物 の納 付 並 び に 還 付 請 求及 び 領 収 に つ い て  
 ５  支 払 期 間 の き た 利 札の 請 求 及 び 領 収 に つい て  
 ６  支 払 金 の 請 求 及 び 領収 に つ い て  
 ７  復 代 理 人 選 任 に 関 する こ と  
 ８  そ の 他 上 記 の 委 任 事項 に 関 す る 一 切 の 件  

 

代 理 人使 用 印 鑑  

 



別紙２ 
（様式委－Ⅱ） 

 
委 任 状 

平 成  年  月  日  

支 出 負担 行 為 担 当 官  

東 京 労働 局 総 務 部 長   殿  

 

               所 在 地 

               商 号 又 は 名 称 

               代 表 者 名                ㊞ 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、支出負担行為担当官 東京労働局総務部長 との間において、

見積及び入札（復代理人選任に関する権限を含む。）に関する権限を委任します。 

 

件   名   平成２７年度シニアワークプログラム地域事業  

 

 

 

代理人 

所 在 地  

商 号 又は 営 業 所  

（ 支 店） の 名 称  

役 職 名及 び 氏 名              

 

 

代 理 人使 用 印 鑑  

 

 

 

 



別紙２ 
（様式委－Ⅲ） 

 
委 任 状 

平 成  年  月  日  

支 出 負担 行 為 担 当 官  

東 京 労働 局 総 務 部 長   殿  

 

               所 在 地 

               商 号 又 は 営 業 所 

               代 理 人                 ㊞ 

  

 私は、下記の者を復代理人と定め、支出負担行為担当官 東京労働局総務部長 との間におい

て、見積及び入札に関する権限を委任します。 

 

件   名   平成２７年度シニアワークプログラム地域事業  

 

 

 

復代理人 

所 在 地  

商 号 又は 営 業 所  

（ 支 店） の 名 称  

役 職 名及 び 氏 名  

 

 

復 代 理人 使 用 印 鑑  

 

            

 
 



別紙３ 

 

競争参加資格確認関係書類 

 

１ 提出書類 

（１）平成２５・２６・２７年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）の（写） 

  （２）障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和３５年法律第１２３号)に基づく平成２６年

度の障害者雇用状況報告（６－１報告）の写。また、平成２６年度の障害者雇用状況報

告において、法定雇用率を達成していない場合にあっては、障害者雇入れ計画の写（計

画作成命令を受けていない事業者においては、現在の状況を障害者雇用状況報告に準じ

た書類）を提出すること。 

なお、報告対象となっていない事業者にあっては、労働者の数が分かる書類 

  （３）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第六十八号）に基づく平成

２６年度の高年齢者雇用状況報告書（６－１報告）の写。また、平成２６年度の高年齢

者雇用状況報告において高年齢者雇用確保措置を未導入、若しくは、未提出の事業者に

おいては、労働基準監督署に提出をして受領印のある就業規則の写を提出すること。 

なお、就業規則の作成義務がない常時１０人以上の労働者を使用しない事業者にあっ

ては、労働者の数が分かる書類を提出すること。 

  （４）競争参加資格に関する誓約書（別紙４） 

  （５）暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙５）及び添付書類 

（６）保険料納付に係る申立書（別紙６）及び以下の直近２年間の保険料の領収書の写（①

②ともに必須。ただし ②についてはいずれか。） 

    ① 労働保険 

    ② 厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険 

  （７）電子入札案件の紙入札参加申立書（別紙７）※紙入札で参加する場合のみ 

  （８）本事業を受託するにあたって、求められた技能講習の実施が可能であることがわかる

書類（様式任意）及び添付書類（講習計画一覧等） 

   

２ 提出部数  各１部 

 

  ３ 提出期限  平成２７年４月２０日（月）１２時（時間厳守） 

 

 

 



 
別紙４  

競争参加資格に関する誓約書 
 
 平成２７年度シニアワークプログラム地域事業に係る入札に参加するに当たり、以下の事実に相違がないこと

及び事実に相違があった場合は速やかに通知することを誓約します。 
 
１ 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で

あっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

２ 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

３ 厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

４ 平成２５・２６・２７年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」で「Ａ」、

「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

５ 次に掲げるすべての事項に該当する者であること。 

なお、本公示における法令等違反した者の範囲については、金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第

193 条の規定に基づく財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）で定

められた用語のうち「親会社」、「子会社」、「関連会社」、「連結会社」の範囲とする。 

(1) 入札書類提出時において、過去 5 年間に職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）又は労働者派遣事業

の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（（昭和 60 年法律第 88 号）（第三章第四節

の規定を除く。））の規定又はこれらの規定に基づく命令若しくは処分に違反していないこと。（これ

らの規定に違反して是正指導を受けたもののうち、入札書類提出時までに是正を完了しているものを除

く。） 

(2) 労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険の未適用がないこと。 

(3) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）に基づく障害者雇用率以上の身体障

害者、知的障害者又は精神障害者を雇用していること、又は障害者雇用率を下回っている場合にあって

は、障害者雇用率の達成に向けて障害者の雇用状況の改善に取り組んでいること。 

(4) 高年齢者等の雇用の安定に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号）に基づく高年齢者雇用確保措置を講

じていること。 

(5) 次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２年間（⑤及び

⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

① 厚生年金保険 

② 健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

③ 船員保険 

④ 国民年金 

⑤ 労働者災害補償保険 

⑥ 雇用保険 

(6) 入札書類提出時において、過去３年間に上記以外の法令等違反があり、社会通念上著しく信用を失墜

しており、当該委託業務遂行に支障を来すと判断される者でないこと。 

(7)  過去 1 年間において、東京労働局と締結した契約に違反した者、又は落札者となりながら正当な理

由なくして契約を拒んだ者等、東京労働局の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方とし

て不適正な者であると認められる者でないこと。 

６ 次に掲げるすべての事項に該当する者であること。 

(1) 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

(2) 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続を開始申立がなされていない者である

こと。 

 

    平成  年  月  日  
 

 

                                住所(又は所在地)  
                                社名又は代表者名  

㊞  
 



別紙５ 
 

暴力団等に該当しない旨の誓約書 

 

  （ 私 ／ 当社 ）は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来に

おいても該当することはありません。 

  この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被るこ

ととなっても、異議は一切申し立てません。 

  また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

                                記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者

をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用する

などしているとき。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

き。 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１）暴力的な要求行為を行う者 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者。 

（４）偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為を行う者。 

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者。 

 

 

    平成  年  月  日 
 

 

                                住所(又は所在地)  

                                社名又は代表者名 
 ㊞  

 

 

※個人の場合は生年月日を記載すること。 

※法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。 



別紙６ 

 

保険料納付に係る申立書 

 

 

 当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康

保険協会管掌のもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年

度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の保険料をいう。）に

ついて、一切滞納がないことを申し立てます。 

 なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず

当社に対する一切の契約が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参加資格の

停止処分を受けることに異議はありません。 

 また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められた

ときは、速やかに対応することを確約いたします。 

 

 

 

平成   年   月   日  

 

 

 

（住 所） 

                        

（名 称） 

                        

（代表者） 

                      印 

 

 

 

支出負担行為担当官 

東京労働局総務部長 殿 

 

 



別紙７ 

                        平成   年   月   日  

 

電子入札案件の紙入札参加申立書 

 

支出負担行為担当官  

東京労働局総務部長  殿  

 

 

             所在地  

 

             商号又は名称  

 

             代表者氏名                 ㊞  

 

 

電子入札案件の紙入札方式での参加について 

 

    貴部局発注の下記入札案件について、電子調達システムを利用して  

   入札に参加できないので、紙入札方式での参加を致します。  

 

記  

 

 １  入札案件名  

   平成２７年度シニアワークプログラム地域事業 

 

 ２  電子調達システムでの参加ができない理由  

 

   （記入例）  

    ・認証カードの申請中だが、手続きが遅れているため  


